
 
 

平成１６年１１月１２日 
各 位 
                              会 社 名  株 式 会 社 大 塚 商 会 
                              代表者名  取締役社長  大塚  裕司 

                  （コード番号 ４７６８ 東証第一部） 
                                  問合せ先  専務取締役兼上席執行役員 
                                   管理本部長  原田  要市 
                              (ＴＥＬ． ０３－３２６４－７１１１) 
 

 
子会社の異動（譲渡）に関するお知らせ 

 
 当社は、平成１６年１１月１２日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社ＪＰＳＳ
の全株式を売却することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．株式売却の理由 
株式会社ＪＰＳＳは、平成１０年１月に第三者割当増資により当社の子会社となって以降、店頭
販売事業｢αランド｣顧客への２４時間３６５日サポートを受託していたほか当社｢トータルαサポ
ートセンター｣への人材の派遣等を通じて、当社グループにおける個人向けサポート並びに企業向
けコールセンター運営事業を主に担ってまいりました。しかしながら、順次縮小を進めてきた「α
ランド」を昨年度に撤退完了したこともあり、サービスと人材の品質では高い評価を得ていたもの
の、厳しい競争環境にあるコールセンター事業では当社グループにおける事業シナジー効果が見出
し難い状況にありました。一方で、企業のアウトソーシングへのニーズは高く、将来的には大きな
事業機会が見込めることから、業界再編への動きを睨みつつ株式会社ＪＰＳＳの資本充実や企業体
力の強化策を検討してまいりました。 
今般、東証マザーズ上場会社であるスリープロ株式会社より株式譲受けによる子会社化の申し出
を受け検討した結果、オンサイトに強い同社との実質一体化を通じて業界の主導的地位を獲得しう
るものと判断し、当社保有の株式会社ＪＰＳＳ全株式を同社に売却することといたしました。この
結果、株式会社ＪＰＳＳは当社連結子会社から除外されることとなります。 
 なお、当社は、スリープロ株式会社の第三者割当増資を引受けて、同社の主要株主の一社となる
予定です。 
 
２．異動（譲渡）する子会社の概要 
(１)商号       株式会社ＪＰＳＳ 
(２)代表者      中嶋 克彦 
(３)本店所在地    東京都新宿区西新宿七丁目２２番３３号 
(４)設立年月     平成８年９月 
(５)主な事業内容   コンピュータおよびその他の電子機器を用いた情報処理の技術指導の請負 

およびコンサルティング業務 
(６)決算期      １２月３１日 
(７)従業員数     ４１名（平成１６年６月３０日現在） 
(８)主な事業所    本社（東京） 
(９)資本の額     ４８０百万円 
(10)発行済株式総数  ２０,９２２株 
(11)大株主構成および所有割合  株式会社大塚商会 ９８．０％ 
 
 
 
 
 
 



 
 
(12)最近事業年度における業績の動向 

 平成１４年１２月期 平成１５年１２月期 

売 上 高 １，８２１百万円 １，９９４百万円 

売 上 総 利 益 ３８６百万円 ３７百万円 

営 業 利 益 ６３百万円 △ ３５６百万円 

経 常 利 益 ６０百万円 △ ３６１百万円 

当 期 利 益 ７６百万円 △ ３８５百万円 

総 資 産 ６９５百万円 ５８４百万円 

株 主 資 本 ３３７百万円 ２５２百万円 

１株当たり配当金 － 円 － 銭 － 円 － 銭 
 
３．株式譲渡先の概要 
(１)商号       スリープロ株式会社 
(２)代表者      髙野 研 
(３)本店所在地    東京都新宿区西新宿七丁目２１番３号 
(４)創業年月     平成８年４月 
(５)主な事業内容   ＩＴ支援サービス事業およびコンサルティング事業 
(６)当社との資本関係、人的関係、取引関係等の概要 

資本関係  該当事項ありません 
人的関係  該当事項ありません 
取引関係  該当事項ありません 

 
４．譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状況 
(１)異動前の所有株式数     ２０，５１２株（所有割合 ９８．０％） 
(２)譲渡株式数         ２０，５１２株 
(３)異動後の所有株式数          ０株（所有割合 ０％） 
 
５．譲渡の日程 
 平成１６年１１月１２日 取締役会決議ならびに基本合意書の締結 
 平成１６年１１月２９日 株式譲渡契約書締結並びに株式の譲渡（予定） 
 
６．当社の業績に与える影響 
本件が平成１６年１２月期の連結および単独業績に与える影響は軽微なため、業績予想の修正はいた
しません。 
 

以 上 


